


○ 予算と決算の差異について
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運営費交付金の決算額には，前年度からの繰越金2,413百万円を含んでいます。

施設整備費補助金は，補正予算の措置により，予算額に比して決算額が125百万円多額となっています。

補助金は，国からの補助事業獲得など応募申請に努めたことにより，予算額に比して決算額が14百万円多額と
なっています。

国立大学財務・経営センター施設費交付金の決算額には，前年度からの繰越金45百万円を含んでいます。

授業料，入学料及び検定料収入については，学士及び修士課程に係る授業料が減少したこと等により，予算額
に比して決算額が173百万円少額となっています。

附属病院収入については，効率的な病棟運営による病床稼働率の向上，診療単価の上昇及び外来患者数の増
等により，予算額に比して決算額が1,672百万円多額となっています。

雑収入については，主として特許権料収入及び学内機器の利用料収入等の増により，予算額に比して決算額が
106百万円多額となっています。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については，寄附金受入額減の一方で，予算段階では予定していな
かった国からの受託研究の獲得に努めたこと等により，予算額に比して決算額が132百万円多額となっていま
す。

引当金取崩については，予算段階の見込より多く取り崩しを行ったため，予算額に比して決算額が80百万円多
額となっています。

長期借入金収入については，一般競争入札の結果により借入必要額が減少したため，予算額に比して決算額
が79百万円少額となっています。

目的積立金取崩については，予算段階では予定していなかった取り崩しを行ったため，予算額に比して決算額
が82百万円多額となっています。

業務費については，学内の共通財源を戦略的に確保し，次年度以降にキャンパス再整備を実施することとしたこ
とによる教育研究経費減の一方で，診療費用請求額の増加に連動した診療経費増，診療に必要な医療機器整
備による診療費用増等により，予算額に比して決算額が186百万円多額となっています。

（注 2），（注 4）及び（注10）に示した理由により，予算額に比して決算額が91百万円多額となっています。

（注 3）に示した理由により，予算額に比して決算額が20百万円多額となっています。

（注 8）に示した寄附金受入額の減によるものの他，複数年にまたがる研究の受入等により，予算額に比して決
算額が170百万円少額となっています。

長期借入金償還金については，予算段階では把握できなかった借入利率の確定により，予算額に比して決算額
が32百万円少額となっています。


